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古 田 富 彦
１．はじめに
1995年1月に6,400人を越す死者が出た阪神・淡路大震災、2004年7月の新潟・福島豪雨および福
井豪雨並びに同年10月23日に発生した新潟県中越地震による大きな被害は、「住民の自助、地域の共
助、国・自治体の公助」協力体制の重要性を認識させた。一方で「震災」の意識の風化が進んでい
るという残念な現実も認められる。東海地震や東南海・南海地震の発生の危険性は年々高まってい
るにもかかわらず，国民の多くが自分のところは大丈夫だろうというような何か妙な安心感・油断
がある。大地震による壊滅的な被害を避けるために、地域の総力を挙げて「地域防災力」を強化し、
今すぐ総合的な減災戦略に取り組まなければならない。
大規模な災害に対しては、地域の防災力を高めて被害の軽減を図ることは極めて重要との認識か
ら、地方公共団体が自ら地域防災力・危機管理力を評価し、その結果を地域防災計画の整備に反映
させることが重要な課題となっている。本論文は、全国47都道府県、兵庫県および神戸市を例とし
て地域防災力・危機管理力の自己評価について考察した。
２．地域防災・危機管理力の自己評価
地方公共団体の地域防災力・危機管理力（以下、地域防災力と略す）の充実を図るためには、地
方公共団体が自らの防災・危機管理体制の実体を的確に把握することが重要である。このため、消
防庁では、平成15年10月、自己評価を行うための全国統一の手法（防災力評価指針）の案を策定し
た。 この案に基づき、全国47各都道府県による自己評価（はい・いいえ又は4者択一の約800の質問
に回答）を試行的に実施し、その結果を平成16年6月21日に公表した。
また、消防庁は、平成17年7月8日に各都道府県宛に地域防災力（市区町村版）調査質問票を送
付し、市区町村の防災力自己評価の実施を通知した。
２－１．防災力評価指針の概要
評価指針は、次の点に留意し、より実践的かつ簡便なものが作成された。
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